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看護職員の確保について

医療整備・人材課
202６.３.25



【第1回会議（令和7年９月2日開催）でのご意見】

〇看護職員の確保について

・専門学校の養成数増をねらい修学金の増額、社会人対象の修
学金等、入学しやすい仕組み作りが必要

・復職支援に係る求人施設、求職者の効果的なマッチングにより、
相互のニーズを満たし、定着できるような取組みが必要

・二次保健医療圏を基盤とした看護師の育成や定着を図り、看護
職のキャリア継続が図れる仕組み（かながわ地域看護師の活用
等）が重要



離職防止等の定着支援復職支援

令和８年度看護関連事業
第８次計画における施策の方向性（看護職員の確保）

新規養成

普及冊子配布
看護師等資質向上推進事業費

普及啓発

実習受入拡充に必要な費用の補助
看護実習受入拡充事業費補助

実習指導者の安定的な養成（講習会）
看護実習指導者養成事業費
保健福祉大学交付金（研修事業費）

実習支援

病院等が行う新人看護職員研修に対する支援
新人看護職員研修事業費補助

新人対策

ＥＰＡにより入国した外国人看護師等
の支援
外国人看護師候補者就労支援研修
支援事業費補助

外国人看護師候補者等支援

県ナースセンターへの業務委託
ナースセンター運営費

●ナースセンター事業費

再就業支援

１ 看護職員の確保

令和８年度看護関連事業について、第８次計画における施策の方向性により、以下の通り分類。

県立養成施設の維持管理
平塚看護大学校維持費
よこはま看護専門学校維持費
衛生看護専門学校維持費

●衛生看護専門学校教務委託費
看護専門学校無線ＬＡＮ環境構築
事業費・看護専門学校ネットワーク
環境構築事業費

民間看護師等養成施設への補助
●看護師等養成所運営費補助
看護師等養成所施設整備費補助
看護師等養成所初年度設備整備費
補助

養成支援

修学資金の貸付
看護師等修学資金貸付金
看護師等修学資金貸付金（基金）
看護師等修学資金貸付金管理事務費

保健師修学資金貸付金（基金）

修学支援

病院等が行う院内保育事業の運営費への補助
●院内保育事業運営費補助
院内保育事業運営費補助（公的病院）

病院等が行う院内保育事業の施設整備費への補助
院内保育事業施設整備費補助

ＩＣＴ機器活用による看護業務の効率化・省略化
看護業務等ＩＣＴ導入支援事業費補助
看護業務等アシスト機器導入支援事業費補助

職場環境の整備
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看護補助者の定着及び促進
看護補助者確保事業費

看護補助者

質の高い看護を提供できる看護師等の育成・確保・
定着
看護師等資質向上推進事業費
かながわ地域看護師等養成事業費補助

資質向上・専門性の取得

7,065万円

16億7,800万円
11億4,119万円

２ 訪問看護の充実
在宅医療への支援
訪問看護推進支援事業費
訪問看護ステーション等研修事業費補助

4,164万円
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【参考】
達成率

目標値
(令和11年度）

直近の実績値
（データの年度）

【計画策定時】
（データの年度）

指標名

92.6%39,68236,72934,863 横浜

就
業
看
護
職
員
数

74.5%9,145 6,8127,121 川崎北部

98.2%7,015 6,8927,196 川崎南部

105.7%7,621 8,0597,596 相模原

100.8%7,265 7,3247,167 横須賀・三浦

85.0%7,644 6,4946,098 湘南東部

104.3%6,112 6,3736,550 湘南西部

80.0%9,019 7,2136,490 県央

93.6%3,535 3,3093,279 県西

91.9%97,03889,205（R6)86,360（R2）全県

112.5%5,9326,671（R6)4,989（R3）訪問看護に従事する常勤換算看護職員数

72.2%464335（R6)224（R3）看護職員５人以上の訪問看護ステーション数

89.1%680606（R6)286（R3）特定行為研修修了者の就業者数

71.6%1,7511,254(R5)1,211(R3)県内保健所及び市町村常勤保健師数

（単位：人）第８次神奈川県保健医療計画における看護職員の指標一覧達成状況

R6 人口 10 万人対
就業看護職員数

967.0 人全国47位
↓

〇依然、非常に少ない人
員で医療を支えている状
況

〇看護職員確保のため
に新規養成を支える養
成所の現状と課題を中
心に今後の対応案を検
討
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１ 看護師等学校養成所の学生確保状況及び卒業生の就業状況について

～目次～

４ 令和８年度の本県における看護職員需給推計や地域医療構想策定スケ
ジュール

２ 看護師３年課程養成所の専任教員数について

３ 令和7年度 看護師等養成所・大学学生確保及び教員確保に係る
アンケート結果



１ 看護師等学校養成所の学生確保及び卒業生の就業状況について
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１ 看護師等学校養成所の学生確保状況について

①18歳人口及び学校養成所全体の受験者数、入学者数、
受験倍率、充足率の推移

②大学の受験倍率、充足率の推移

③３年課程養成所の受験倍率、充足率の推移

（１）県内学校養成所の学生確保状況
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①18歳人口と看護師等養成所の受験者数の変化（Ｈ28〜R７）

〇「18歳人口」は、H28と比べR７は6,211人減少
減少幅は7.2％

〇「受験者数」は、H28と比べR７は4,994人減少
減少幅は39.1％
※18歳人口の減少を上回って受験者数が減少

→専願希望者が増えている影響もあるか？

〇18歳人口に対する「受験者数の割合」は、
14.74～9.67％で年々低下傾向。
※受験者数は社会人も含むため実質の割合は

更に下がる。

7
出典：神奈川県年齢別人口統計調査結果報告、入学生・卒業生就業状況調査
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①18歳人口と看護師等養成所の入学者の変化（Ｈ28〜R7）

〇「入学者数」は、H28と比べR７は394人減少
減少幅は11.8％

〇18歳人口に対する「入学者数の割合」は
4.09％～3.65％
※入学者総数は社会人も含むため実質の割合

は更に下がる

〇3.9％で推移した場合(10年の平均で算出)
５年後：18歳人口：７万5,194人で入学者2,932人
10年後：18歳人口：７万0,102人で入学者2,733人
（※令和7年1月1日現在の13歳・８歳人口から算出）
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出典：神奈川県年齢別人口統計調査結果報告、各年度入学生・卒業生就業状況調査
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①看護師等養成所の充足率の変化（Ｈ27〜R７）
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出典：各年度入学生・卒業生就業状況調査

〇「入学者数充足率」は､H28年から減少傾向
〇R５は、前年度比3.9ptの減少
〇R６は、前年度比4.7ptの減少。

直近２年で８.６ptの急激な減少。
〇R６は、定員3,436人に対し3,018人

充足率87.8％と初めて90％を割り込む
〇18歳人口の減少に伴う影響の想定
※18歳人口に対する入学者数割合を3.9％と

した場合（１学年総定員数3,435人(R6)と仮定）

５年後の充足率：87.3％
10年後の充足率：82.4％

●R７は、定員3,444人に対し入学者数2,938人
充足率85.3％で前年度比▲2.5％
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②看護師養成所︓大学の受験倍率の変化（Ｈ27〜R７）

出典：各年度入学生・卒業生就業状況調査
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〇 「大学 受験者数」は、H30の6,983人をピー
クにR６は5,007人まで減少。減少率28.3％

●R7「大学受験者数」は、R６に5,007人まで減
少も5,287人前年度比280人増

●「受験倍率」は、R6の3.7倍→3.9倍に上昇
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②看護師養成所︓大学の充足率の変化（Ｈ27〜R７）

出典：各年度入学生・卒業生就業状況調査
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〇大学の「入学者数充足率」は、H27・29年
の105.1％をピークに減少傾向

〇R６は、100％を割り込み97.7％に減少

● R７は、入学者数1,369人前年度比55人増
● 充足率101.8％に上昇
● 大学の中で２極化は変わらず

14校中12校は充足率100％超えている。
（最高：118.8％ 最低：22.5％）
（＊R7入卒調査）
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③看護師養成所︓3年課程の受験倍率の変化（Ｈ27〜R７）

出典：各年度入学生・卒業生就業状況調査
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〇３年課程の「受験者数」は、H27の5,331人
をピークに右肩下がりに減少。

●Ｒ７受験者数は2,068人対前年度▲247人
●受験倍率はR6の1.3倍→1.1倍に低下

※大学受験者数280人増に対して▲247人で
あることから大学志向であることが伺える。
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③看護師養成所︓ 3年課程の充足率の変化（Ｈ27〜R７）

出典：各年度入学生・卒業生就業状況調査
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〇３年課程の「入学者数充足率」は、H27の
98.1％をピークに減少傾向。

〇過去10年間定員割れが続いている

●R７は充足率75.9％ 前年度比▲6.9pt
入学者数1,392人前年度比▲128人

●３年課程の２極化は変わらず
・24校中６校は充足率100％以上。

（最高：118.8％ 最低：35.0％）
・24校中18校は定員割れ。

うち8校で充足率60％を割っている
（＊R7入卒調査結果）
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鎌倉市 横浜南部：347名（91.3％）
横浜市大・関東学院大
県衛生・横浜市病院協会

横浜北部：496名（86.3％）
昭和医科大・横浜創英大
労災・聖灯・実践・イムス・たまプラ

横浜西部：443名（88.6％）
湘南医療大
横浜中央・未来・県立よこはま
横浜医療センター附属

横須賀・三浦：300名（85.7％）
保福大・湘南鎌倉大
歯科短大・横須賀市立・神奈川学園

川崎北部：114名（95.0％）
聖マリ・高津

湘南東部：222名（82.2％）
慶應大
湘南・藤沢市立・茅ヶ崎

県央：174名（72.5％）
松蔭大・神奈川工科大
厚木

相模原：198名（96.6％）
北里大
相模原

県西：185名（82.2％）
国際医療大
小澤・積善会・おだわら

湘南西部：234名（79.3％）
東海大
県立平塚・湘南平塚

二次保健医療圏別 R7 入学者数・定員充足率

川崎南部：100名（100％）
川崎市立

斜体：大学



本県の看護師等養成所の動向
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（参考）今後の養成所の開設及び閉校予定

現行 課程数:51 学年定員3,444人（令和７年4月1日現在）

【新設予定】
令和8年度 日本医科大学 定員120名（令和7年7月文科省申請受理）
令和8年度 湘南医療大学 140 → 165名に定員増
令和8年度 国際医療福祉大学 80 → 85名に定員増
令和9年度 昭和医科大学附属横浜看護専門学校 3年課程 定員80名

【閉校・課程取消予定】（Ｒ7年12月現在）
令和8年度 高津看護専門学校 ２年課程 定員40名
令和11年度 積善会看護専門学校 3年課程 定員35名
令和11年度 聖灯看護専門学校 3年課程定時制 定員40名
令和11年度 湘南看護専門学校 ３年課程 定員40名

【定員減】
令和8年度 茅ヶ崎看護専門学校 ３年課程 80 → 40名
令和8年度 湘南平塚看護専門学校 ３年課程 120 → 80名
令和9年度 おだわら看護専門学校 ３年課程 80 → 40名
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看護師等養成所の学生確保状況まとめ

 18歳人口の減少（△7.2％）を上回って、受験者数（△39.1％）が減少し、
受験倍率・入学者充足率も低下傾向
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 受験倍率・入学者充足率ともに、大学に比べて、３年課程は減少傾向が顕著
受験倍率 （R7:大学 3.9倍、３年課程 1.1倍）
入学者充足率（R7:大学 101.8%、３年課程 75.9%）
（参考︓入学者充足率 全国平均 R7:大学97.6%、３年課程82.0%）

 入学者充足率は大学も３年課程養成所も２極化が進む
大学︓14校中12校で充足率100％超え（最高118.8％、定員割れ︓22.5・85.5％）
３年課程︓24校中18校で定員割れ。内８校で充足率60％以下

（最高118.8％、最低35.0％）

〇 学生の志向は、大学へシフト
〇 地域的には、横浜・川崎以外の養成所減や定員割れが進む傾向



(2) 卒業生の就業状況について

②新卒看護職員就業状況

県内学校養成所の卒業者数、新卒看護職員の流出・流入者数の
推移により、県全体の新卒看護職員の就業状況をまとめた

17

①入学者数と卒業者数の変化
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①入学者数と卒業者数の変化（Ｒ１〜Ｒ７）

〇 入学時学生数に対して卒業できない学生の割合は、9.4％～13.0％ （平均11.6％） 卒業者数は減少
〇 新卒就業者数のうち、県内就業者数は約８割

出典：各年度入学状況及び卒業生就業状況調査
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②新卒看護職員の就業状況（県内就業者）

2003 2153 2162 2139 2133 2037 2062

1,593 1,569 1,480 1,455 1,544 1,493 1,436 
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新卒看護職員の就業者数の推移

県内就業者数 流入 新卒就業者合計

〇県外からの流入もあわせると約3,500人が県内に就業
〇本県への流入は、毎年約1,400～1500人→約４割が他県からの流入

差(増)流入流出

９５６１,５９３６３６Ｒ１

１，００８１,５６９５５９Ｒ２

８８０１,４８０６００Ｒ３

８０３１,４５５６５２Ｒ４

９６３１,５４４５８１Ｒ５

９２１１,４９３５７２Ｒ６

９３７１,４３６４９９Ｒ７

〇 過去７年間における看護職員全体の流入者の
多い都道府県

①東京：３,１５５人
②福岡：４７８人
③千葉：４７８人
④青森：４６２人
⑤埼玉：４５５人
（⑥鹿児島：４５４人⑦北海道：４１８人）
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②新卒看護職員の就業状況（県内就業者）

〇 看護職員全体の流入者の多い都道府県は
①東京：２,７５７人
②福岡：４２８人
③鹿児島：４０５人
④青森：４０４人
⑤埼玉：３９７人

（⑥千葉：３８７人 ⑦北海道：３６５人）
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②新卒看護職員の流入状況の課程別内訳

〇 県内への流入看護職員を課程別で
みると大学＞3年課程養成所＞高校・
専攻科一貫の順で多い。

〇 大学：４６.４％
３年課程養成所：２９.９％
高校・専攻科一貫：８.９％

24 36 33 20 24 23
89 77 82 54 72 71

大学, 706 708 668 690 748 717

3年課程養成所, 
488 468 454 457

437 426

118 122
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大学卒の就業状況

〇神奈川県外に就業する人数よりも他の
都道府県から神奈川県内に就業する人数
の方が多い。

差（増)流出流入
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３年課程養成所の就業状況

差（増)流出流入

３４８１４０４８８Ｒ１

３２０１４８４６８Ｒ２

２７９１７５４５４Ｒ３

２６０１９７４５７Ｒ４

２５９１７８４３７Ｒ５

２７０１５６４２６Ｒ６

３１９１２７４４６Ｒ７

〇神奈川県外に就業する人数よりも他の都
道府県から神奈川県内に就業する人数の方
が多い。
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卒業生就業状況まとめ
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 大学、３年課程とも、県外流出よりも県内流入の方が多い。
大学 （流出約370名、流入約700名）
３年課程（流出約160名、流入約450名）

 県内新卒就業者は約3,600名で横ばい、県外からの流入は約1,500名（４割強）
うち東京からの流入が約460名（3割）東京についで福岡、千葉、青森、埼玉と

なっており、首都圏と遠方の県が混在

→ 流入を促進する施策も有効か



２ 看護師３年課程養成所の専任教員数について

① 看護専任教員必要数と就業者数

② 看護専任教員の平均年齢の推移

③ 看護専任教員の年齢構成



２ 看護師３年課程養成所の専任教員数について
① 本県における看護専任教員必要数と就業者数
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保健師助産師看護師法施行令第14条第1項の規定に基づく報告より

◆ 県内の看護専任教員は、R7年度21人の大幅減

※必要数①
「神奈川県看護師等養成所の運営に関する
指導要綱」に規定されている、学生数に対す
る専任教員数。
（＝養成所運営上、必要最低限の専任教員数）

※必要数②
実習施設からの要望と、学生の安全確保等
の観点から、学生5～6名に対して、専任教員
１名の実習配置が望ましいとされている。
（＝理想的な専任教員数）
1学年定員数÷５＋３人（学内対応教員）
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保健師助産師看護師法施行令第14条第1項の規定に基づく報告より

◆ 平均年齢は上昇傾向で、53.4歳
◆ 50歳以上の専任教員数は全体の64.0％を占めている。 (令和7年4月1日現在)

２ 看護師３年課程養成所の専任教員数について
② 本県における看護専任教員の平均年齢の推移

453 456 440

431 426 422 401

207 213 231 239 244 241 257

48.9
48.5 43.3

52.2 53.2 52.4 53.4

0

10

20

30

40

50

60

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

看護専任教員数と平均年齢の推移

看護教員数 50歳以上の看護教員数 平均年齢



28
保健師助産師看護師法施行令第14条第1項の規定に基づく報告より

◆ 専任教員の年齢構成は、30代、40代が減少し、50代以上が増加している。

２ 看護師３年課程養成所の専任教員数について
③ 本県における看護専任教員の年齢構成
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看護師３年課程養成所の専任教員数まとめ

 県内看護師３年課程養成所の専任教員の平均年齢は上昇
50歳以上の専任教員数は全体の64.0％を占めている。

 今後、毎年10人〜20人の退職が想定され、県全体で教員不足の懸念
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３ 令和7年度 看護師等養成所・大学の
学生確保及び教員確保に係るアンケート結果



Ⅰ. アンケート主旨および目的、回答方法等

内容項目

県内の看護師等学校養成所の学生・看護教員確保の現状と課題の把握を行い、
看護職の育成・確保に向けた具体的な施策を検討するための基礎資料とする。

１ アンケート目的

県内の看護系大学及び看護師等養成所２ 対象

令和８年２月24日（火）３ 回答期限

添付のExcelに記載の上、以下のメールアドレスに添付し提出４ 回答方法

神奈川県医療整備・人材課メールアドレス５ 提出先メールアドレス

約20分６ 所要時間

【主旨】
〇18歳人口の減少等に伴い、県内の看護師等養成所における学生確保が困難な状況が続いている。
〇一方で、超高齢社会の進展に伴い、地域医療や介護の現場では看護師の役割がますます重要となり、医療ニーズが高まり
続けている。

〇これらより、将来的な看護師不足につながる可能性があり、地域医療の安定的な提供に影響を及ぼす懸念がある。
〇上記課題に対応するためには、看護師等養成所の現状や課題を的確に把握し、看護職の育成・確保に向けた具体的な施策を
検討する必要がある。そのため、看護師等学校養成所の関係者の意見を広くきき、今後の施策に反映させる。
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Ⅱ. アンケート対象数及び回収数・回収率

割合 ％回収数対象数

７８．６１１１４大学

１００１１短期大学

１００２４２４
３年課程専門学校

（４年制含む）

１００１１
３年課程専門学校

（定時制）

１００１１２年課程看護専門学校

９２．７３８４１計

４１校中３８校が回答（３つの大学が未回収）
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Ⅲ. 令和７年12月末現在の合格者数・割合

割合 ％令和８年度合格者数定員

５７．２６２９
＊非公表除く

１，１００
＊回答があった大学のみの定員数

大学

４１．３３３８０３年課程短期大学

６７．９１，１６５１，７１５
３年課程専門学校

（４年制含む）

２５．０１０４０
３年課程専門学校

（定時制）

R８年度～募集停止
R８年度末 閉校

４０
２年課程看護専門学校
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【学生確保が難しい要因】3つまでの複数回答

回答数項目

８１ 少子化（18歳人口の減少）

５
２ 看護の魅力がない 看護師希望者自体の減少

看護職の労働環境が厳しい
民間企業の雇用意欲の増大

４３ 看護系大学の増加 大学同士の競合化

４４ 大学・他校との併願の増加

２５ 現段階では問題はない

１６ 入試の英語の配点が高い

Ⅳ.看護系大学 11課程 ①学生確保について

「少子化」が多く、「看護の魅力がない」「看護系大学の増加・競合化」「併願の増加」が続き、困難な課題
がある一方で、現段階では問題がないという回答もあった
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【学生確保を促進する取組】

回答内容回答数項目

総合型選抜・AO入試の導入 ５課程 B方式の導入 １課程
留学生入試をAO入試に統合 １課程
学校推薦型選抜（指定校）の導入、小論文試験の導入 ２課程

８１ 入試形態の変更・新設

総合型選抜導入２課程 総合型選抜１回→3回 1課程
総合型選抜１回→２回・共通テスト利用選抜１回→２回 １課程
一般選抜１回→３回 1課程
留学生入試の削減（AO入試へ統合）１課程

６２ 入試回数の変更

給付型奨学金（成績優秀者等）の新設 ２課程
AO入試における地方出身者への奨学金の新設 １課程

３３ 修学金（奨学金）の変更・新設

―０４ 修学金（奨学金）の金額の変更

高等教育の修学支援金制度の導入 ２課程
２５ 新たな制度の導入等

・８課程で総合型選抜・AO入試を導入するなど入試の多様化が進む。多数の課程で入試回数を増加
・給付型修学金（奨学金）の導入・地方出身者への奨学金の新設で学生への金銭的支援の強化
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Ⅳ.看護系大学 11課程 ①学生確保について



回答内容回答数項目

ホームページのリニューアル １課程 Instagram・X（エックス）の活用 ２課程
SNS全般の拡充 １課程 WEBダイレクトメールの活用１課程
相談会の拡大１課程

４６ 広報の拡充

社会人・学士特別選抜入試の導入 ２課程２７ 社会人・大卒受験者の確保

在学中の海外留学導入 １課程 学生納付金の減額 1課程
学校推薦型入試の指定校拡大 １課程 新たな課程の設置予定 １課程

３８ その他

・ＳＮＳ等媒体の活用など広報を拡充
・社会人・学士入試の導入など社会人確保の取組もみられる

・その他、推薦入試の指定校拡大、学生納付金の減額、海外留学導入等、受験しやすさや入学後の学び
の継続性を考えた取組みも
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【学生確保を促進する取組】
Ⅳ.看護系大学 11課程 ①学生確保について



回答内容回答数項目

R８年度から 国際医療福祉大学80名→85名
R８年度から 湘南医療大学140名→165名２１ 定員の変更

入学金 県内282,000円→141,000円 県外564,000円→282,000円
初年次授業料 1,200,000円→1,250,000円
初年次施設設備費 300,000円→400,000円
授業料等 1,835,750円→1,891,250円

３
２ 授業料や納付金の

金額の変更

―０３ 閉課程（閉校）の予定

―０４ 新たな課程の設置予定

法人内の専門学校の学生募集停止１５ その他

・２課程が定員増
・入学金の減額がある一方で、授業料等の増額もみられる
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【学校運営を維持する取組】
Ⅳ.看護系大学 11課程 ①学生確保について



回答内容 （単位：課程）回答数項目

雇用定数なし―１
３７２

１ 課程における専任教員数
（組織で決まっている雇用定数）

雇用定数より多く確保できている課程―２（計４名多い） 未確認ー１３５５２ 現在確保できている専任教員数

充足している課程―３ 不足している課程―７（最小１名・最大６名）
未確認ー１

２１３ 不足している専任教員数

定年年齢６０～７0歳
（６０歳―２ ６５歳―11 ７０歳ー１）

１１４ 常勤教員の定年制度がある

定年年齢６５～７０歳
（６５歳ー１ ６８歳―１ ７０歳ー１）

５５ 常勤教員の定年後の再任用制度がある

定年年齢６５～７０歳 （６５歳ー５ ７０歳ー２）７６ 非常勤教員の定年制度がある

定年年齢７０歳 （７０歳ー１）１７ 非常勤教員の定年後の再任用制度がある

定年年齢６０～７０歳 （６０歳ー２ ６５歳ー１ ７０歳ー１）４８ パート・アルバイトの定年制度がある

・ １１課程の総定数３７２名。定数充足は３課程、７課程で合計２１名の教員が不足
・常勤の定年制度は、６０歳が２課程、６５歳が１１課程、７０歳も１課程
・常勤の再任用制度は５課程で整備。６５歳から７０歳が１課程ずつ
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Ⅳ.看護系大学 11課程 ②教員確保について



【教員確保が難しい要因】３つまでの複数回答

回答数項目

５
１ 就業しても定着せず退職してしまう

退職直前の申し出で募集が間に合わない（体調不良等）

他大学からの引き抜き・流動化

４
２ 専任教員として求める要件を満たす者の確保が困難

博士後期・前期課程修了者が少ない

研究業績・既定論文数に満たない

３３ 教員の不足は生じていない 困難は感じない

２４ 年齢が高く長期の年数の勤務が困難

１５ 不足している職位とのアンマッチ

１６ 柔軟に学生対応ができる教育力の高い教員が欲しい

１７ 育児中の教員に対する支援が難しい

・「定着せず退職」が多く、次いで「要件を満たす者の確保困難」がある一方で、「教員の不足は生じてい
ない」ところも
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Ⅳ.看護系大学 11課程 ②教員確保について



【専任教員確保を促進する取組】自由記載

回答数項目

１１ 大学卒業後に修士・博士課程に進学できるよう学部在学時に研究を進める

１２ 講師以上は学内の昇格制度に基づき条件を満たした人材を昇格

１
３ 魅力あるカリキュラム編成と教育内容を構築するための協力体制（講座組織体制）、

研究に関しては、教員個人の要望に添うよう独立性を担保している

１４ 他大学や病院等との連携で人事交流、人材確保につながる

「教員要件を満たすための進学」を促進するとともに、「昇格制度」の整備、「教育や研究、人事交流」による
組織づくりの取組みも
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Ⅳ.看護系大学 11課程 ②教員確保について



【専任教員の働き方・業務改善やタスクシフト/シェアの取組】自由記載

回答数項目

２
１ 教員同士のタスクシェア

・委員会活動や学生アドバイザー制度は複数名体制で、特定の教員に業務が集中しないようにする
・カリキュラムを工夫し、タスクシェアしやすい体制を構築

１２ 時短制度や時間単位で休暇が取得できるようにし、子育て世代の教員が働きやすくなるよう支援

１３ 会議時間の短縮や業務の効率化を図り、業務負担軽減につなげる

１４ 大学院に就学する場合、教員業務の軽減をする

１５ 他大学や病院等と連携し、人事交流、人材確保などを行い、教育時間の共有、研究時間の確保をする

１６ 自己の看護専門領域に固執せず、統合的に能力発揮できる方の採用

「教員同士のタスクシェア」と「時短制度や休暇の取得促進」、「業務の効率化」とともに「就学時の業務軽
減」「教育時間や研究時間の確保」を行い、教育の質を高める取組み
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Ⅳ.看護系大学 11課程 ②教員確保について



【学生確保が難しい要因】3つまでの複数回答

回答数項目

２４１ 受験者・保護者の大学志向 大学・他校との併願の増加

２１２ 少子化（18歳人口の減少）

１０３ 既卒（社会人・大卒）受験者の減少

９４ 看護の魅力がない・賃金の安さ等 看護師希望者自体の減少

３５ 高校等推薦入試受験者の減少

３６ 大学・専門学校の総定員数が多い

２７ 看護系大学の増加 大学に入学しやすくなった

２８ 看護学校での学習が難しい学生が増えた

１９ 自校の老朽化・駅から遠い

１１０ 働きながら学ぶ学生の減少（定時制）

１１１ 日本看護協会が４年制化を推進

Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ①学生確保について

「大学志向」「少子化」が多く、「既卒受験者の減少」「看護の魅力がない」が続き、困難な課題に直面
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【学生確保を促進する取組】

回答内容回答数項目

総合型選抜・AO入試導入９課程 自己推薦入試導入２課程
社会人入試導入２課程 指定校・一般入試導入１課程 試験科目の減２課程

１９１ 入試形態の変更・新設

一般入試３回→５回／２回→３回 大卒・社会人入試１回→２回
推薦入試１回→２回 AO入試２回→４回
入試名不明３回→５回／４回→７回／７回→１３回／９回→１１回

１４
２ 入試回数の変更

法人の奨学金導入２課程２３ 修学金（奨学金）の変更・新設

金額増 40,000円→60,000円/月 50,000円→70,000円/月３４ 修学金（奨学金）の金額の変更

教育訓練給付金制度 ７課程 高等教育の修学支援金制度 ５課程
通信制大学等ダブルスクール制度７課程 大学への編入制度１課程 特待生制度２課程

１４
５ 新たな制度の導入等

・９課程で総合型選抜・AO入試を導入するなど入試の多様化が進む。多数の課程で入試回数を増加
・修学金（奨学金）の導入・増額や教育訓練給付金制度等の導入等、学生への金銭的支援の強化
・大学志向を受け、通信制大学等ダブルスクール制度の導入等の差別化
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Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ①学生確保について



回答内容回答数項目

ホームページ刷新４課程 インスタグラム活用１０課程 YouTube活用３課程
LINE活用１課程 SNS全般３課程 テレビ・ラジオ番組活用１課程
大学へ広報１課程 小中学校への広報１課程 個別オンライン相談１課程

１８６ 広報の拡充

社会人入試導入（看護補助者等の施設推薦制度含む）８課程
社会人入試回数増１課程 夜間説明会導入１課程 ホームページでメッセージ１課程

１３７ 社会人・大卒受験者の確保

オープンキャンパスの回数増（夕方から開始、中学生対象等）
系列施設と連携し高校訪問 公式キャラクター設定しSNSで発信
インターネット出願導入 推薦入試の基準緩和 実習病院と連携し奨学金制度紹介
４年制への転換 ICT教育の推進 時間割にゆとり（週４日登校） 海外研修導入
オンライン授業やeラーニング導入 基礎学力向上のため補講

７８ その他

・ＳＮＳ等媒体の活用など多くの課程で広報を拡充
・社会人入試（看護補助者等の施設推薦制度含む）の導入など社会人確保の取組も多い
・その他、受験しやすさや入学後の学びやすさを考えた取組みも
（オープンキャンパスの強化、入試方法の簡便化、時間割にゆとり、オンライン授業導入、補講等）
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【学生確保を促進する取組】
Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ①学生確保について



回答内容回答数項目

R8年度から 湘南平塚120名→80名 茅ヶ崎 80名→40名
R9年度から おだわら80名→40名 （※検討中１校）

４１ 定員の変更

施設管理料30,000円→33,000円 教育教材費30,000円→32,000円
授業料年276,000円→360,000円
教育充実費3年間で240,000円→300,000円 年間一括納付→２分割へ

６２ 授業料や納付金の金額の変更

R11年度末 湘南 閉校
R11年度末 積善会 閉校
R11年度末 聖灯二科 閉課程

３３ 閉課程（閉校）の予定

助産師学科設置計画中 １校１４ 新たな課程の設置予定

魅力あるカリキュラム運営、教育力の質向上
専門学校から大学への移行

高校訪問範囲を北陸や中国地方まで拡大
ICT導入と実習記録のデジタル化を目指しシステムの選定

３５ その他

・３課程が定員減、３課程が閉課程を予定し、授業料や納付金の増額もあり、厳しい経営状況が顕在化
・教育力の質向上、高校訪問の地域拡大、ＩＣＴ導入・システム充実等の取組も
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【学校運営を維持する取組】
Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ①学生確保について



回答内容 （単位：課程）回答数項目

430 １ 課程における専任教員数
（組織で決まっている雇用定数）

400２ 現在確保できている専任教員数

充足している課程―１４ 不足している課程―１１（最小１名・最大５名）30３ 不足している専任教員数

定年年齢６０～７５歳
（６０歳―１０ ６２歳―１ ６３歳―１ ６５歳―１０ ７５歳ー１）

24４ 常勤教員の定年制度がある

定年年齢６５～７５歳
（６５歳ー８ ７０歳―２ ７５歳ー１ 制限なし・決まりなしー２）

21５ 常勤教員の定年後の再任用制度がある

定年年齢６０～７５歳 （６０歳―２ ６５歳ー３ ７５歳ー１）７６ 非常勤教員の定年制度がある

定年年齢６５～７５歳
（６５歳ー１ ７０歳ー１ ７５歳ー１ 制限なしー１）

４７ 非常勤教員の定年後の再任用制度がある

定年年齢６５～７５歳 （６５歳ー１ ７５歳ー１ 制限なしー１）３８ パート・アルバイトの定年制度がある

・２５課程の総定数４３０名。定数充足は１４課程、１１課程で合計３０名の教員が不足
・常勤の定年制度は、６０歳が１０課程、６５歳が１０課程、７５歳も１課程
・常勤の再任用制度は２１課程で整備。６５歳までが８課程、一部７５歳までや制限がない課程も
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Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ②教員確保について



【教員確保が難しい要因】３つまでの複数回答

回答数項目

１４
１ 求人を出しても応募がない・反応が薄い

専任教員希望者の減少

８
２ 教員という仕事に魅力がない

多重業務・激務 賃金が安い ワークライフバランスがとりにくい

８３ 年齢が高く長期の年数の勤務が困難

７４ 就業しても定着せず退職してしまう 退職直前の申し出で募集が間に合わない

６５ 専任教員養成講習会修了者確保が困難

３６ 専任教員養成講習会の受講が困難（育児中等）

３７ 不足している看護学領域とのアンマッチ

１８ 多様な学生対応ができる教育力の高い教員が不足

１９ 教員の仕事への適応困難

１１０ 臨床への転職のための退職

１１１ 経営不振のため雇用が困難

「求人応募がない」が多く、次いで「教員に魅力がない」、「高齢で長期勤務が困難」「定着せず退職」が続く
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Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ②教員確保について



【専任教員確保を促進する取組】自由記載

回答数項目

６１ ホームページ、ハローワーク、ナースセンター、人材派遣会社の活用による人材確保

４

２ 専任教員養成講習会の受講支援
・卒業生等への経済的支援を行う
・非常勤を経験したうえで常勤希望者への進学支援制度がある
・学校に籍を置き受講費用給付制度がある
・教員に興味がある方を雇用し支援

３
３ 系列病院との人事交流を含めた異動

看護学校体験プログラム等の実施

３４ 他校の定年退職者への声かけ・知人への声かけ

３
５ 勤務時間内の仕事の調整（有給休暇取得、育児・介護との両立）

就業前見学時に上記アピール

２６ 教員のインターンシップ制度を導入 専任養成講習会の看護教育実習校として受入れ

１７ 教員研修や学会参加によりモチベーションを向上する

１８ 広報活動の専門の職員がおらず教員が時間を割き自己流で取組む

「ホームページ、ハローワーク、ナースセンター、人材派遣会社の活用」の広範な募集が多いほか、
「講習会の受講支援」「系列との人事交流」「知人等へ声かけ」「時間内の仕事調整」など対象を絞った取組も
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Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ②教員確保について



【専任教員の働き方・業務改善やタスクシフト/シェアの取組】自由記載

回答数項目

６１ フレックスタイム・拡大時差出勤・育児短時間勤務・変形労働時間制・在宅勤務 等の推進

６
２ 時間外の削減またはゼロによるワークライフバランスの保持 （学生指導は時間内で実施）

事務職との協力のもと定時退勤日を設ける

３３ 担任二人体制、担当領域の継続による負担軽減 実習パートナーシップ制度による負担軽減

３４ 教務事務・実習指導教員・外部講師（認定・専門看護師等）の確保により専任教員の負担軽減

３５ ICT活用・DX化推進 （校務支援システムの導入等）

２６ 臨地実習時の直行直帰の推進・徹底

２７ 不要な業務の廃止・削減

２８ 授業準備に専念できる日・研修日を設ける

２９ 学生指導に専念するため教員数を増員

２１０ 給与の増額

１１１ 有給休暇取得の推進

１１２ 定年後の再任用制度の活用

「フレックス等の推進」「時間外の削減、ワークライフバランス」が多く、
「担任二人体制、担当領域の継続」「教務事務・実習指導教員等の確保」「ＩＣＴ活用等」による負担軽減の取組も
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Ⅴ.３年課程看護専門学校（４年制・定時制含む）25課程 ②教員確保について



現状の課題

 学生の確保

受験者の大学志向、18歳人口の減少、既卒受
験者の減少。→多くの養成所の充足率低下

 看護専任教員の確保

平均年齢：５３.４歳 今後毎年１０人前後の専任
教員が定年を迎える。→教員不足

考えられる対応案
【学生の確保】
 現状の修学資金貸付制度の見直し

（対象者を経済的困窮者や社会人・既卒者に絞る、
就業地域の要件を設定するなど）

 県外から学生を呼び込む
【広報関係】
 看護の魅力を伝える仕組
（小中学生へのアプローチ、体験型の看護フェア、養成所
広報のコンサル業務、地域ごとの社会人向け合同説明会）

【看護専任教員の確保】
 プラチナナースの活用 ナースセンターでのマッチング
 実習指導教員から専任教員への移行（養成所に実習指導教員と

して就職後、専任教員となる支援）
 看護師から教員へののキャリアシフトへの支援（病院→養成所）
 閉校した養成所の教員の活用
【広報関係】
 専任教員ポスターの配布
 専任教員養成講習会でのPR
 合同説明会

アンケート結果から見えてきた新規養成における課題
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４ 令和８年度の本県における

看護職員需給推計や地域医療構想策定スケジュール想定



看護職員需給推計・地域医療構想スケジュール想定
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令和８年度

３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月５月４月3月
看
護
職
員

需
給
推
計

医
療

審
議
会

保
健
医
療
計
画

推
進
会
議

地
域
医
療
構
想

調
整
会
議

県

（
議
会
等
）

第
１
回

第
２
回

第
３
回

第
４
回

第１回
第２回 第３回 第４回

第
２
回

骨
子
案
議

会
報
告

素
案

議
会
報
告

パ
ブ
コ
メ
案

議
会
報
告

パブコメ
策
定

第１回
・構想区域
・骨子案
（目次レベル）
について議論

第２回
新たな構想の素案
について議論 第３回

・パブコメ案（素案に文章の
肉付けがされたもの）
を提示・議論

第４回
・最終的案を提示

医療審議会に
諮問・答申

第
１
回

医療審議会に
報告

最
終
案

議
会
報
告

7
年
度
第
３
回

構想区域案の
提示

国
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
？

国の策定方針検討⇒決定後、推計ツール配布、各都道府県で推計作業

※なお、令和7年度末に国が都道府県に示す予定の策定ガイドラインを踏まえ、スケジュールについては改めて検討予定


